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1.3 激甚宇宙天気災害 

石井 守（情報通信研究機構 電磁波研究所 宇宙環境研究室） 

（2020年 3月 19日受付、2021年 5月 31日公開） 

 

本章は、「「太陽地球圏環境予測」宇宙天気災害に向けた科学提言のためのハザードマップ」か

ら転載・一部改訂したものである。詳細な議論については [1]を参照されたい。 

 

1.3.1 宇宙天気災害の規模と頻度 

 

歴史上記録が残っている中で最も大きな規模を引き起こした現象はキャリントンイベントである。

キャリントンイベントでは、太陽フレア発生から 17 時間後にオーロラの観測が記録されているため、

高速で大規模なCMEが17時間で地球に到達し、猛烈な磁気嵐を発生させたと考えられている。一般

的に磁気嵐の規模は、磁気嵐発生時に生成されるリングカレントの強度を表す指数（Dst 指数）で表

されるが、キャリントンイベント発生時の Dst 指数はピーク値が-1760nT もしくは-850nT と推定され

ている [2] 

観測が充実された 1957～1958 年の国際地球観測年（IGY）以降で最も規模が大きかった現象は、

1989 年 3 月の X4 クラスの太陽フレアに端を発した CME によるものであり、ケベックストームと呼

ばれる深刻な磁気嵐（Dst 指数=-589nT）が発生した [3]。地磁気誘導電流により、カナダではハイド

ロ・ケベック電力公社の電力網が影響を受け約 10 時間の停電が発生した他、衛星障害事例が多数確

認されている。その他、2000年 7月のバスティーユイベント（X5クラスの太陽フレアに伴いCMEが

発生し Dst指数=-301nT）や、2003年 10-11月のハロウィンイベントに続く一連の磁気嵐（10月 28日

の X17フレアにより Dst =-353nT。10月 29日の X10フレアにより Dst =-383nT。11月 4日 X28フレア

による磁気嵐なし。11月 18日 Mクラスフレアにより Dst =-472nT）と続く。NASAの調査によるとこ

の期間全体で科学衛星・宇宙機の約 59%が影響を受け、機器の遮断などによる安全策を取ったミッ

ションが約２４％に至る [4]など、多数の衛星障害事例が報告されている。 

一方で地球への影響はなかったものの、2012年7月23日には、キャリントンイベント級のCMEが

太陽の地球から見て反対側で発生した。もしこの発生日時が1週間ずれていた場合は地球に直撃して

いた可能性があり、その場合の磁気嵐の Dst指数は-1182nT程度だったと見積もられている [5]。 

さらに過去にさかのぼって宇宙天気現象を知る手段として、屋久杉の年輪中の炭素同位体 14Cの測

定法がある。これは宇宙線により生成された 14C が 14CO2となり屋久杉に取り込まれたものを測るこ

とで、宇宙線の強度の増大イベントを知ることができる。西暦 774年～775年、993年～994年に対応
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する屋久杉の年輪では、急激に 14C濃度が上昇していたことから、これらの年代に宇宙放射線の増加

があったと考えられ、太陽光エネルギー粒子 SEP の増加を引き起こすような大規模な太陽嵐が発生

したと考えられている。その太陽嵐の規模はキャリントンイベントの 10倍から数 10倍規模と推定さ

れている [6]。 

このように、電力網や衛星など社会インフラに影響を及ぼす（及ぼしうる）規模の宇宙天気現象

は、10年ないし 100年に 1度の発生確率であると言える。宇宙天気現象がどれほどの社会影響をどれ

ほどの頻度で与えるかを検討するためには、発生しうる擾乱規模の想定が必要である。しかし、太

陽フレア、高エネルギー粒子、CME、磁気嵐等の現象の規模と発生頻度の関係は、それぞれの現象

ごとに異なる。さらに、2003年の事例からもわかるようにそれぞれの最大規模のイベントが 1対 1対

応するわけではなく、その因果関係は自明ではない。 

発生頻度と現象規模の定義を現象毎に表 1 ～表  3に示す。 

サブストームについては、西向きに流れるオーロラジェット電流の大きさで評価する。 

オーロラ帯の直下に位置するいくつかの地点で観測した地磁気水平成分の変動を重ね合わせ、上

側の包絡線を AU 指数、下側の包絡線を AL 指数と呼ぶ。AL 指数は西向きに流れるオーロラジェッ

ト電流の大きさを表す。地磁気活動度が高まるとオーロラ帯は低緯度に移動するため、ある特定の

磁気緯度で観測した地磁気データを用いると AL指数は見かけ上低く見積もられる。この問題を克服

するため、多数の地点で観測した地磁気水平成分の変動を用いてオーロラジェット電流の大きさを

求めたものがSuperMAG Electrojet （SME） 指数である [98]。この指数も、上側の包絡線をSMU指数、

下側の包絡線を SML指数と呼び、特に SML指数は AL指数に代わり広く用いられるようになってい

る。ここでは、これまで広く使われてきている AL 指数と、AL 指数に代わり広く用いられるように

なっている SML指数を、サブストームの現象規模を示す指数とする。 
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表 1. 宇宙天気現象の発生頻度と現象規模サマリ 1) 

擾乱現象 規模を示す 
パラメータ 

日常～ 
複数回/年 1回/1年 1回/10年 1回/100年 1回/1000年 

太陽フレア X-ray peak flux（1 - 8A） M1 - X1 X7.6 X12 X44 X101 

エネルギー [erg] 2) 2.7×1028 - 
2.0×1030 1.0×1031 1.0×1032 1.0×1033 1.0×1034 

CME 速度 [km/s] 3) 250-450 2000 3000 3800-4500 4700-6600 

運動エネルギー [erg] 4)    4.4×1033 9.8×1033 

太陽高エネ

ルギー粒子 
流量[1010p/cm] 
（>10MeV）5)  ~0.1 ※1 ~1.0 ※1 ~2.4-5.1 ~3.8-14 

流量（>30MeV）5)  ~0.02 ※1 ~0.3 ※1 ~0.6-1.6 ~1.0-5.1 

太陽電波バ

ースト[sfu] 6) 
超短波（VHF） 
（30-300MHz）    2.8×109  

極超短波（UHF） 
（300-3,000MHz）    1.2×107  

GPS（1,176-1,602MHz）    1.2×107  

F10.7（4,800MHz）    1.3×107  

マイクロ波 
（4,000-20,000MHz）    3.7×107  

放射線帯 放射線電子フルエンス
[1010 cm−2 sr−1] ~0.1 ~0.6 ~3.0 ~10 7) ~26 7) 

磁気嵐 Dst [nT] 8)  ~-220 ※2 ~-450±30 ~-650±110 ~-930 
[-320, -1520]※3 

サブストー

ム 
AL [nT] 9)  ~-3700 ~-4100 ~-4100 ~-4200 

SML [nT] -460 -3000 -4000 -5000 -5900 

1) 1回/1000年の数値はWeibull関数の外挿のため注意を要する。 

2) [1]N[year-1] = 1031 x E[erg] -1 とした。 

3) [7]による。表記以上の速度のCMEが発生する頻度。 

4) [7]による。 

5) [7]による。※1は図 1-27から目視で読み取った値。 

6) [8]による。 

7) 極値統計解析により推定したものであり、注意を要する。 

8) [9]による。 

9) [10]による。 
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表 2. 電離圏擾乱規模の発生頻度と現象規模サマリ 

規模を示すパラメータ 1回/1年 1回/10年 1回/100年 1回/1000年 

全電子数

（TEC） 
東京[TECU] 1) ≧85 ※1 ≧110 ※2 ≧170 ※2  

鹿児島[TECU] 2) ≧102 ≧132 ≧204  

北海道[TECU] 2) ≧68 ≧88 ≧136  

デリンジャー

現象 
吸収量（長距離）

[dB] 3) ~71 ~83 ~93 ~100 

継続時間 4) 0.6-1.3時間 1.2-3.2時間 1.8-6.8時間 2.6-13時間 

スポラディッ

ク E層 
1,000km伝播する周

波数 5) 100MHz 110MHz 130MHz以上  

2,000km伝播する周

波数 5) 130MHz 180MHz以上 180MHz以上  

foEs >13.3MHzでの

継続時間 約 3時間 約 5時間   

foEs >18MHzでの継

続時間 約 1-2時間 約 3時間   

プラズマバブ

ル 
継続時間 4-5時間 6時間   

1) ※1は 22年間の TECデータに基づく。※2は 66年間の foF2データに基づく 

2) 鹿児島は東京の 1.2倍、北海道は東京の 0.8倍で計算 

3) 長距離短波回線に基づく（実効太陽天頂角 0度 6MHzの場合） 

4) イオノゾンデ観測に基づく（1-30MHz、‘B’および dfmin≥2.5 MHzの場合） 

5) 値は上限周波数の下限を示している。 
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表 3. 極冠吸収の発生頻度と現象規模 

規模を示すパラメータ 日常～ 
複数回/年 1回/1年 1回/10年 1回/100年 1回/1000年 

10 MeV以上のプロトンフラックス 
[pfu] 1) 101-2 103 104 4x105 106 

Kp指数 2) 4 (7) 7 (8) 8 (9) 9 9 

磁気緯度（日中）@6MHz 10dB 3) 65° (60) 57° (55) 53° (52) 51° 50° 

磁気緯度（夜間）@6MHz 10dB 3) 65° (60) 60° (58) 56° (55) 53° 53° 

最短継続時間 4) 22時間 46時間 71時間 83時間 89時間 

1) 見積り設定。 [11] [12]による。1pfu=1/cm2/sec/sr  

2) 見積り設定。磁気嵐とは必ずしも一致しない。括弧内の数値はNOAA-Scaleを表す。 

3) 極冠吸収が広がる緯度。 [13] [12]による。 

4) SEPイベントで、10 MeV以上の粒子フラックスが>10 pfuとなる継続時間。 [13]による。 
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1.3.2 宇宙天気災害に対する各国および国際機関の対応 

1.3.2.1 各国の対応  

現在の情報化社会においてキャリントン級のイベントが発生した場合の経済損失について、スイ

スの保険会社 SWISS-Reが試算している。その結果によると、欧米など高緯度地域を中心に、3000億

ドルほどの被害が想定され、東日本大震災の経済損失（1000‐2500 億ドル）を上回る [14]。これらの

状況より、米国は宇宙天気を地震や津波などの災害と並べ、米国戦略的国家危機評価（US Strategic 

National Risk Assessment）の一つとして位置付けている。2015年には米国内の 20を超える機関、50人

を超える専門家によって作成された National Space Weather Strategy [15]および Space Weather Action Plan  

[16]が発表された。2016年以降、この Action Planを受けて米国国務省が極端現象に関する国際協力の

枠組みの構築のための研究会を他国と連携して行うなど、活発な活動が展開されている。2018 年に

は、Space Weather Phase 1 Benchmarks [17]が刊行され、誘導地電流、電磁放射、電離圏擾乱、太陽電波

バースト、大気膨張についてのベンチマークを示している。 

 

欧州では特に英国が宇宙天気の社会影響についての文書を盛んに発表している。2013 年には Royal 

Academy of Engineeringが Extreme space weather: impacts on engineered systems and infrastructure[18]を発表し、

極端現象の社会影響について報告した。その後 Cabinet office による National Risk Register （2015 年）

[19], Space Weather Preparedness Strategy （2015年）[20]が相次いで発表された。 

アジアでは韓国未来創造科学部が 2013年に「宇宙電波障害」危機管理マニュアルを発表した。 

1.3.2.2 国際機関の動向 

国際機関としては、1962年より国連国際科学会議（International Council of Science Union: ICSU）のも

とで国際宇宙環境サービス（International Space Environment Service: ISES）が活動している。これは定常

的に宇宙天気情報を発信している機関の連合体であり、2020年 1月現在 20か国および ESAが加盟し

ている [21]。 

近年、世界気象機関（World Meteorology Organization: WMO）が宇宙天気を気象の一環として取り扱

うことに意欲を見せている。2010 年には暫定的な組織として ICTSW （Interprogramme Coordination 

Team on Space Weather）を立ち上げ、WMO情報システム（WMO Information System: WIS）での宇宙天

気情報の流通等を中心に検討を進めてきた [22]。2015 年には定常組織として IPT-SWeISS（Inter-

Programme Team on Space Weather Information, Systems and Services）が設立され現在に至る [23]。 

また、国際民間航空機関（International Civil Aviation Organization: ICAO）は、航空運用に用いられる気

象情報として宇宙天気情報を取り入れることを検討してきた。 

これは主に、宇宙天気現象による短波通信、衛星測位および被ばくのリスクを回避することを目
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的としている。2011 年 11 月に航空機運航に必要とされる宇宙天気情報に関して国際航空運送協会

（International Transportation Association: IATA）から ICAOに検討要望の書簡が発出され、議論が開始さ

れた。議論の結果、運用コンセプト（Concept of Operation: ConOps）および、航空運用に使用される気

象情報を規定している第 3 付託書（Annex3）が改定された。これと並行して、情報を提供する組織

の選定が進められてきた。2017年 6月に ICAOから ICAO加盟国に対して情報提供についての関心の

有無を問うステートレターが発信され、22 か国がこれに関心を表明した。書面審査、対面審査を経

て、2018 年 11 月に 3 つの組織が ICAO Space Weather Global Center として承認を受けた（米国、

PECASUS（フィンランド、オーストリア、ベルギー、キプロス、ドイツ、イタリア、オランダ、ポ

ーランド、英国）、ACFJ（オーストラリア、カナダ、フランス、日本））。その後調整会議を 1 年

間重ね、2019年 11月 7日に航空運用のための宇宙天気情報の提供が開始された [24]。 

国連本体においては、宇宙空間平和利用委員会（Committee on the Peaceful Uses of Outer Space: 

COPUOS）において、各国が宇宙天気監視・予報を行うことを推進する検討が進められている。特

に 2018 年には COPUOS の前身である UNISPACE 設立 50 周年の節目に宇宙天気が重点領域の一つと

して選ばれ、各国の宇宙天気監視・予測に対する取り組みの調査およびその結果をもとにした勧告

の作成が進められている。 [25] 

1.3.3 宇宙天気現象の社会影響 

 

宇宙天気現象は、その規模に応じて様々な社会的影響を与え、時に災害と呼べる被害を起こしう

る。宇宙天気現象が与える社会被害の模式図を図 1に、比較的影響の大きいインフラ分野を中心

に、宇宙天気現象が与える影響と被害、障害を起こし得る宇宙天気現象をまとめたものを表 4に示

す。 

 
 

図 1. 宇宙天気現象と社会への影響 [26] 
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ハザードマップ[1]では、巨大宇宙天気現象が発生した際に、どれほどの社会的影響を与えうるか、

分野毎に検討を行った。その中で、1.3.1 における発生頻度と現象規模の議論と同様、10 年に 1 回、

100 年に 1 回等の宇宙天気現象が起きた際に日本社会のインフラにどれほどの影響があるかを表 5

「宇宙天気の影響マトリクス」としてまとめている。 

 
表 4. 宇宙天気災害により影響を受ける分野とその影響 

分野 影響と被害 障害を起こし得る宇宙天気現象 

電力 停電（送電線への過電流） 地磁気誘導電流（GIC） 

衛星運用 衛星帯電（表面帯電、深部帯電）（誤動作

等の不具合、最悪の場合衛星損失） 放射線帯電子、サブストーム高温電子 

シングルイベントアップセット（誤動作等

の不具合、最悪の場合衛星損失） 太陽高エネルギー粒子（SEP） 
太陽電池の劣化 

軌道・姿勢じょう乱（衛星姿勢制御（磁気

トルカ）異常、衛星大気ドラッグ）（最悪

の場合衛星損失） 
超高層大気の加熱 

衛星通信への影響 電離圏シンチレーション 

通信・放送 短波（HF）通信の障害 デリンジャー現象 
電離圏負相嵐、極冠吸収（PCA） 
スポラディックE層 
プラズマバブル 

超短波（VHF）通信の障害 スポラディックE層 

測位利用 一周波測位精度の劣化 電離圏正相嵐、プラズマバブル 
電離圏シンチレーション 

二周波測位（全般）精度の劣化 電離圏シンチレーション 

二周波測位（位相）精度の劣化 中規模伝搬性電離圏擾乱（MSTID） 

航空運用 
通信障害 

デリンジャー現象 
極冠吸収（PCA）、プラズマバブル 
スポラディックE層 

測位精度の劣化 電離圏正相嵐、プラズマバブル 
電離圏シンチレーション 

乗務員の被ばく 
太陽高エネルギー粒子（SEP） 

電子機器のソフトエラー 

レーダ障害 太陽からの強いマイクロ波 

有人宇宙活動 宇宙飛行士被ばく 太陽高エネルギー粒子（SEP） 

地上生活 地上での被ばく 
太陽高エネルギー粒子（SEP） 

電子機器のソフトエラー 

信号機器の誤動作 地磁気誘導電流（GIC） 
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表 5. 宇宙天気の影響マトリクス全体版 

分野 影響と被害 障害を起こし得る宇宙天気現象 
発生頻度と影響 

日常～複数回/年 1 回/1 年 1 回/10 年 1 回/100 年 1 回/1000 年 

電力 停電（送電線への過電流） 地磁気誘導電流（GIC） なし なし なし なし 不明 

衛星

運用 

人工衛星（表面帯電・放電

等）（誤動作等の不具合、

最悪の場合衛星損失） 
サブストーム高温電子 なし あり 

あり 
（太陽活動下降

期に増加傾向） 
未評価 未評価 

人工衛星（深部帯電・放電

等）（誤動作等の不具合、

最悪の場合衛星損失） 
放射線帯電子 （低いが）可能

性あり 可能性あり あり 未評価 未評価 

通信･ 
放送 

短波（HF）通信・放送の障

害 

電離圏嵐負相嵐      

デリンジャー現象      

極冠吸収（PCA）      

プラズマバブル      

超短波（VHF）通信・放送

の障害 スポラディック E 層      

測位

利用 測位精度の劣化 

電離圏正相嵐      

プラズマバブル      

電離圏シンチレーション      
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表 5. 宇宙天気の影響マトリクス全体版（続き） 

分野 影響と被害 障害を起こし得る宇宙天気現象 
発生頻度と影響 

日常～複数回/年 1 回/1 年 1 回/10 年 1 回/100 年 1 回/1000 年 

航空

運用 

通信障害 
（地上航法援助用放送を含

む） 

デリンジャー現象      

極冠吸収（PCA）      

プラズマバブル      

スポラディック E 層      

測位精度の劣化 

電離圏正相嵐      

プラズマバブル      

電離圏シンチレーション      

航空乗務員の被ばく 太陽高エネルギー粒子（SEP） なし なし 航空機航路変更 航空機航路変更 航空機運休 

有人

宇宙

活動 
宇宙飛行士被ばく 太陽高エネルギー粒子（SEP） なし なし 安全区域への退

避 

安全区域への退

避または地球帰

還 
地球帰還 

地上

生活 地上での被ばく 太陽高エネルギー粒子（SEP） なし なし なし なし なし 

 
カラースケール 

影響が無視できる範囲 バックアップの準備などの適切な対応を要する範囲 運用の継続が困難になる範囲 
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